令和８年度 物流対策総合支援事業（輸出実証）
申請書類等様式






○	質問書…………………………………………………………【様式１】

○	企画提案応募申請書…………………………………………【様式２】

○	提案書…………………………………………………………【様式３】

○	会社概要表……………………………………………………【様式４】

○	積算書…………………………………………………………【様式５】

○	実績書…………………………………………………………【様式６】

○	誓約書…………………………………………………………【様式７】




【様式１】

質　　　問　　　書


令和　　　年　　　月　　日

住　　所　
会 社 名　
担当者名　　　　　　　　　　　　　
電話番号　
E-mail　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	No
	仕様書の項目
	質 問 内 容

	
























	
	




【様式２】受付番号



令和８年度 物流対策総合支援事業（輸出実証）
企画提案応募申請書


みだしのことについて、募集要領に規定する応募資格を満たし、かつ、募集要領及び企画提案仕様書を遵守することを誓約し、以下のとおり応募します。


令和　　　年　　月　　日

沖 縄 県 知 事　殿

（提  出  者）
住　　所

会 社 名　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　


（連絡担当者）
所属・職・氏名　

電話番号　

メール 




【記入上の注意】
※企業共同体の場合は代表法人名を記載すること。
【様式３】

令和８年度 物流対策総合支援事業（輸出実証）

提案書

	１．提案名
（提案内容をイメージする名称等）
	


	２．提案内容　

次に掲げる内容を盛り込むこと。
(1)	基本方針（本事業を実施するにあたっての基本方針・コンセプト）
(2)	本県から国外に輸出する際の現状及び課題の認識
(3)	具体的な事業の実施内容
　　①　仕向地
　　②　輸出品の内容
　　③　物流環境の改善方法
　　④　貨物輸送の流れ
　　⑤　貨物確保に向けた取組
(4)	事業計画（スケジュール）※令和８年８月～令和９年１月末まで
(5)	事業実施体制












※本様式を表紙とし、別資料を添付して提案することも可。
　その場合でも、１と２の各項目は必ず記載すること。


【作成上の注意事項】
１　用紙は日本工業標準A４版とし、左上をクリップで閉じること。
２　片面印刷とし、ページを打つこと。
３　最終提出体裁は、募集要領「５ 提出書類及び必要部数等」のとおりとする。







【様式４】
会　社　概　要　表
	会　　社　　名
（代表者氏名）

	


	所在地

	

	沖縄県内支店又は
事業拠点等の住所
	


	設　立　年　月

	
	関　係　会　社


	

	資　　本　　金

	
	
	

	
	
	主要加盟団体


	

	社　　員　　数

	　　　　　　

	
	

	



		
	直近
	１期前
	２期前

	売上
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	純利益
	
	
	




	会社の主要業務：  

	

	

	

	

	

	

	

	関連プロジェクトの応募状況：

	

	

	主要株主


	株　　主　　名
	持　株　割　合

	
	
	

	
	
	

	
	
	


【記入上の注意】
※共同企業体で応募する場合は、参加する企業すべてについて本様式を作成すること。

【様式５】


積　　算　　書

令和　　　年　　月　　日

沖 縄 県 知 事　殿
住　　所
会 社 名
代表者名　　　　　　　　　　


事業名称：令和８年度 物流対策総合支援事業（輸出実証）


上記事業の委託費について下記のとおり積算見積します。


積算見積金額　　　　　　　　　　　円（消費税含む）

内　訳（企画提案仕様書にしたがって作成すること。別紙可。）

















【様式５】
積　　算　　書　（明　細）

令和　　　年　　月　　日

沖 縄 県 知 事　殿
住　　所
会 社 名
代表者名　               


	
費用項目

	内容・説明
	金　額（円）

	１．事業経費
	
	

	①
	
	

	②
	
	

	③
	
	

	④
	
	

	⑤
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	２．経費合計（上記①～⑤合計）
	
	

	３．一般管理費
	原則内規に準じる。無い場合は上記２の１０％以内
	

	４．総費用
	上記２＋３の合計
	

	５．消費税
	上記4に対して10％
	

	合　計（税込）※上記４＋５の合計
	










【様式６】

実  　績  　書
	

（単位：千円）　　　
	年度
	委託元
	委託金額
	事業名・事業内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



【記入上の注意】
１　令和５年度（2023年度）から令和７年度（2025年度）までに受託した行政関連事業の実績について記載すること。該当する事業がある場合は、委託元、受託金額、事業概要及び実施年度を記載すること。特に実績が無い場合には、「特になし」と記入すること。
２　共同企業体として応募する場合は、どの企業による実績かを明記すること。


【様式７】

 

令和　　年　　月　　日

誓　約　書

沖縄県知事　殿
住　　所
法 人 名
代表者名      　　　      印

「令和８年度物流対策総合支援事業（輸出実証）委託業務」企画提案公募申請を行うにあたり、下記のことを誓約します。
記

１　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。

２　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。

３　沖縄県暴力団排除条例第２条（平成23年条例第35号）規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。

４　所得税又は法人税、消費税及び県税を滞納していないこと。

５　沖縄県の業務委託及び物品調達等に係る競争入札への参加停止の処分を受けていないこと。

６　会社更生法（平成14 年法律第154 号）又は民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づき、 更正手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者でないことこと。


※注　共同体の場合は、すべての構成員について提出が必要です。


